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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

1,581,629

△ 8,777 5,654,515

1,715,347 △ 133,718

3,701,671 △ 66,373 3,635,298

令和４年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

22,934,482 587,682 23,522,164１ 一般会計

２ 特別会計 5,663,292

418,684

２ 病院事業会計

②

① 国民健康保険特別会計 5,036,364 △ 6,096 5,030,268

後期高齢者医療特別会計

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計

△ 2,681

３ 下水道事業会計

624,247626,928

備 考

１ 水道事業会計 422,684 △ 4,000
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議案第18号　小城市一般会計補正予算（第12号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0.8

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ5億8,768万2千円を追加し、補正後の総額を歳入歳出それぞれ
235億2,216万4千円とするものです。
　歳入の主なものは、国の補正予算における歳出の追加に伴い地方負担を措置するための普通交付税の
増額交付や、各種事業に伴う県支出金を減額するほか、国庫支出金、財産収入、諸収入、市債などを増
額し、財源調整のため財政調整基金繰入金を計上するものです。
　歳出の主な内容は、「高齢者福祉総務費」、「農業用ため池維持管理事業」、「農業基盤整備促進事
業」、「社会資本整備総合交付金事業(新設改良)」、「橋りょう補修事業」、「学校給食センター(仮
称)改築事業 」等を増額するほか、実績見込による減額を計上するものです。

4,483,954 19.1 議 会 費 204,587 △ 3,172 201,415

歳 入

補 正 前款 別 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

市 税 4,483,954 0

14,598 0 14,598 0.1 衛 生 費 2,681,706 △ 146,274 2,535,432

株式等譲渡所得割交付金 22,051 0 22,051 0.1 労 働 費 9,180

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

令和４年度　第12号補正後予算総額　　23,522,164千円

33.7

地 方 譲 与 税 157,060 0 157,060 0.7 総 務 費 2,504,000

10.8

利 子 割 交 付 金 4,265 0 4,265 0.0 民 生 費 8,130,647 △ 209,863 7,920,784

△ 62,033 2,441,967 10.4

配 当 割 交 付 金

47,775

5.5

地 方 消 費 税 交 付 金 945,946 0 945,946 4.0 商 工 費 555,581 △ 62,068 493,513 2.1

法 人 事 業 税 交 付 金 36,107 0 36,107 0.2 農 林 水 産 業 費 1,228,240 59,219 1,287,459

8,500 0 8,500 0.0 災 害 復 旧 費

29,489 4,286,343 18.2 予 備 費

分 担 金 及 び 負 担 金 118,982 2,074 121,056 0.5 公 債 費 2,325,882 0 2,325,882

使 用 料 及 び 手 数 料 161,858 1,550 163,408 0.7

国 庫 支 出 金 4,256,854

諸 支 出 金

193,452繰 越 金 193,452 0

1,914,796 8.1県 支 出 金 1,923,748 △ 8,952

財 産 収 入 34,926 3,632 38,558 0.2

1.6繰 入 金 △ 400,475 377,219

1,365,145

777,694

寄 附 金 △ 13,715

0.0

0.130,000 0

0 9,180 0.0

260,650 △ 19,126 241,524

30,000

3.7

13.9

0 47,775 0.2 消 防 費 880,065 △ 8,378

1 0 1

871,687

1.0

9.9

7,027,503 29.9 教 育 費 2,226,119 1,039,580 3,265,699

23,522,164

0.8

22,934,482100.0

2.1

地 方 交 付 税 6,879,344 148,159

合 計 22,934,482

1,351,430 5.7

諸 収 入 494,107 9,020

587,682 587,682

503,127

市 債 816,900 1,811,900

合　　　　　計

995,000

23,522,164

7.7

100.0

8.1環 境 性 能 割 交 付 金 13,116 0 13,116 0.1 土 木 費 1,897,824 △ 203 1,897,621
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議案第19号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0 1,000 0.0

国民健康保険事業費
納 付 金

1,269,742 0 1,269,742 25.2

補 正 額 合 計 構成比

0.5

使 用 料 及 び 手 数 料 500 0 500 0.0 保 険 給 付 費 3,590,925 △ 3,360 3,587,565 71.3

国 民 健 康 保 険 税 918,957 3,572 922,529 18.3 総 務 費 22,819 △ 426 22,393

3,676,921 73.1

0

1.1

財 産 収 入 92 0

2.1

基 金 積 立 金 60,401

県 支 出 金 3,681,033 △ 4,112 保 健 事 業 費 39,095 △ 6,038

1.2

328,061

3,728 56,109

0.0

繰 越 金

1

103,190

公 債 費 1 0

諸 支 出 金 52,381

繰 入 金 6.3

諸 収 入 4,530 6,379 10,909 0.2 予 備 費 1,000

合 計 5,036,364 △ 6,096 5,030,268 100.0 合　　　　　計 5,036,364 △ 6,096 5,030,268 100.0

33,057

令和４年度　第３号補正後予算総額　　5,030,268千円

国 庫 支 出 金 1 0 1 0.0

0 103,190

60,40192 0.0

△ 11,935 316,126

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前

0.7

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ609万6千円を減額し、補正後の総額を歳入歳出それぞれ50

億3,026万8千円とするものです。

　歳入の主な内容は、保険税軽減に係る一般会計繰入金を減額するものです。

　歳出の主な内容は、出産育児一時金に係る保険給付費及び特定健診の実施に係る保健事業費を減額す

るものです。
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議案第20号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

構成比

歳 入

令和４年度　第２号補正後予算総額　　624,247千円

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額

650

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ268万1千円を減額し、補正後の総額を歳入歳出それぞれ6億

2,424万7千円とするものです。

　歳入の主な内容は、後期高齢者医療広域連合納付金に係る一般会計繰入金を減額するものです。

　歳出の内容は、後期高齢者医療広域連合納付金を減額するものです。

0.1

0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 70 0 70 0.0
後期高齢者医療広域連合
納 付 金 624,466 △ 2,681 621,785 99.6

後期高齢者医療保険料 446,369 137 446,506

200 0

繰 入 金 169,304 △ 2,818 166,486 26.7 諸 支 出 金 650 0

100.0

諸 収 入 703 0 703 0.1 0 0

合　　　　　計 626,928 △ 2,681 624,247 100.0 合　　　　　計 626,928 △ 2,681 624,247

71.5 総 務 費 1,612 0 1,612

200 0.0繰 越 金 10,482 0 10,482 1.7 予 備 費
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議案第21号　小城市水道事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

53.5

100.0

46.5

88.5

100.0

11.5

0 差 引 △ 85,443 0 △ 85,443差 引 0 0

　予備費 20,637 △ 1,049 19,588 6.1

　特別損失 223 223 0.1

　営業外費用 16,383 4,907 21,290 6.7 　企業債償還金 53,124 53,124

　営業費用 286,209 △ 7,858 278,351 87.1 　建設改良費 46,108 46,108

◇水道事業費用 323,452 △ 4,000 319,452 100.0 ◇資本的支出 99,232 99,232

　特別利益 1 1 0.0

　営業外収益 18,585 18,585 5.8 負担金 12,206 12,206

　営業収益 304,866 △ 4,000 300,866 94.2 出資金 1,583 1,583

補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計

令和４年度　第３号補正後予算規模　418,684千円

　収益的収支について、総額からそれぞれ400万円を減額し、総額を3億1,945万2千円とするもので

す。

　収益的収支の補正の主な内容は、収入では工事負担金の減額による営業収益の減額を計上し、支出

では受託工事費及び委託料の減額、受水費の増額による営業費用の減額、消費税の増額による営業外

費用の増額、収支の調整のための予備費の減額を計上するものです。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

構成比

◇水道事業収益 323,452 △ 4,000 319,452 100.0 ◇資本的収入 13,789 13,789

事 項
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議案第22号　小城市病院事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

40.2

37.3

1.9

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0 ◇資本的収入 23,454 2,749 26,203

10.5

100.0

　医業収益 945,205 △ 147,593 797,612 52.1 　負担金 12,929 12,929 49.3

◇病院事業収益 1,663,381 △ 133,718 1,529,663

　医業外収益 718,176 13,875 732,051 47.9 　補助金 1 2,749 2,750

　出資金 10,524 10,524

100.0

　医業費用 1,299,813 1,530 1,301,343 98.8 　建設改良費 31,572 31,572 60.8

◇病院事業費用 1,315,240 1,530 1,316,770 100.0 ◇資本的支出 51,966 51,966

　特別損失 7,029 7,029 0.5 　予備費 1,000 1,000

　医業外費用 7,398 7,398 0.6 　企業債償還金 19,394 19,394

　予備費 1,000 1,000 0.1

差 引 348,141 △ 135,248 212,893 差 引 △ 28,512 2,749 △ 25,763

　収益的収支では、医業収益を1億4,759万3千円減額し、医業外収益を1,387万5千円、医業費用を153万

円それぞれ増額し、補正後の収益的収入の総額を15億2,966万3千円、収益的支出の総額を13億1,677万円

とするものです。収益的収支の補正の主な内容は、収入では入院患者減少に伴う減額、長期前受金戻入

の増額を計上するものです。

　資本的収支では、国保会計補助金を274万9千円増額、資本的収入総額を2,620万3千円とするもので

す。

令和４年度　第３号補正後予算規模　1,581,629千円
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議案第23号　小城市下水道事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

補 正 前 補 正 額 合 計

◇資本的収入 1,030,808 △ 22,390 1,008,418

302,817 15.8

◇下水道事業収益 1,938,967 △ 22,287

令和４年度　第３号補正後予算規模　3,635,298千円

　収益的収支については、下水道使用料の増額及び建設改良費の繰越に伴う消費税及び地方消費税還

付金の減額等により収益的収入額を19億1,668万円とし、集団整備事業費の減額及び建設改良費の繰

越に伴う資産減耗費の減額等により収益的支出額を16億1,642万3千円とするものです。

　資本的収支については、建設改良費の減額に伴う企業債、他会計補助金、国庫補助金、県補助金の

減額等により資本的収入額を10億841万8千円とし、実績見込みに伴う建設改良費の減額等により、資

本的支出額を17億1,861万8千円とするものです。

　特別利益 47,488

146,433　営業外収益

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項

100.0

　営業収益 297,265 5,552

構成比

1,916,680 100.0

　企業債 462,500 △ 8,400 454,100

2.6　県補助金 26,000 △ 244 25,756

47,488 2.5 344,434 34.2　国庫補助金 353,498 △ 9,064

45.0

14.5

1,076,480 △ 44,086 1,032,394

1,594,214 △ 27,839 1,566,375 81.7

1,762,704 △ 44,086 1,718,618

　他会計補助金 151,815 △ 5,382

100.0

　負担金等 36,995 700 37,695 3.7

　営業費用 1,406,369 △ 25,930 1,380,439 85.4 　建設改良費

◇下水道事業費用 1,640,146 △ 23,723 1,616,423 100.0 ◇資本的支出

22,511 27 22,538 1.4

△ 710,200

　特別損失

差 引 298,821 1,436 300,257 差 引 △ 731,896 21,696

　予備費 10,000 10,000

60.1

　営業外費用 201,266 2,180 203,446 12.6 　企業債償還金 686,224 686,224 39.9

0.6
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令和４年度小城市一般会計補正予算（第12号）　主な事業一覧　

頁 事　業　名 補正事業費：千円

高齢障がい支援課 9 高齢者福祉総務費 7,730

農林水産課 10 畜産業飼料等価格高騰対策支援事業 122

農村整備課 11 農業用ため池維持管理事業 65,300

12 農業基盤整備促進事業 67,151

建設課 13 社会資本整備総合交付金事業（新設改良） 4,000

14 橋りょう補修事業 19,000

教育総務課 15 学校給食センター（仮称）改築事業 1,065,045

保育幼稚園課 16 保育所等給食費補助事業 467

所　　属

建設部

福祉部

産業部

教育委員会
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 2 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 高齢者福祉総務費
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠
地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱、小城市認知症高齢者グループホーム等防災
改修等補助金交付要綱（予定）

事業期間

介護予防の充実と地域で支
えあう仕組みづくり一般 3 1 2 263

平成 17

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　高齢者福祉に関連する業務の円滑な実施を図る。

【内容】
　高齢者福祉に関連する業務に関する事務を行う。

　10月臨時会(8号)補正予算　7,517千円
　　物価の高騰による影響を受けている高齢者福祉施設等への支援金の支給
　　対象者：高齢者福祉施設等(71施設)
　　支給額：10万円

【事業費の負担割合】
　国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 10/10

【補正内容】
　防災・減災等市町村事業整備計画（国土強靭化地域計画）に基づき、利用者等の安全性確保の観点から認知症
グループホーム等が実施する大規模改修工事等に対する補助金の計上

　対象施設：認知症対応型グループホーム　1施設（定員18人）
　対象経費：改修に必要な工事請負費及び工事事務費（上限額7,730千円）

【事業費の負担割合】
　国 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 7,516

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

303 300 300 一般財源

県支出金

300 300 事業費計 0事　業　費 2,115 3,263 10,760 8,033

財
源
内
訳

7,730

一般財源 2,083 3,255 3,180

その他 32 8 64

地方債

令和4年度事業費は、令和5年度への繰越予定額7,730千円を含まない。

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

合　　計

7,730 7,730

7,730

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

7,730

- 9 -



□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

122

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

122

合　　計

△ 8 130 122

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 15,782 0

財
源
内
訳

一般財源

その他

地方債

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

一般財源

県支出金

0 0 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 15,782

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　コロナ禍における原油価格や物価の高騰等の影響を受けている畜産業者に対して、乳牛及び肉牛に必要な畜産
業生産費用を支援し、畜産業経営の安定強化を図る。

【内容】
　小城市内の畜産業者に給付金を支給する。

　対象者：配合飼料価格安定制度の対象とならない粗飼料（牧草）を使用する畜産業者
　給付額：10,000円/頭×飼養頭数（乳牛、繁殖牛、肥育牛）

【事業費の負担割合】
　国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 10/10

【補正内容】
　・役務費（郵送料）の減
　・実績見込みによる給付金の増
　　10,000円/頭×13頭

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

法令根拠 小城市畜産業飼料等価格高騰対策支援給付事業実施要綱

事業期間

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 5 1494

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農業の振興と森林の保全

新規事業 既存事業

予算事業名 畜産業飼料等価格高騰対策支援事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

- 10 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

【補正内容】
　・国の補正予算により、上右原第一ため池他10箇所の劣化状況評価、地震耐性評価、豪雨耐性評価を前倒しし
　　て実施することによる委託料の増
　・交付額確定による令和4年度分の劣化状況評価、地震耐性評価、豪雨耐性評価業務委託料の減

【目的】
　農業用ため池の管理を適正に行うことにより、ため池の決壊による水害等の災害発生を未然に防止し、市民の
生命及び財産の保護を図る。

　
【内容】
　ため池が決壊した場合に人的被害を与える恐れのある防災重点農業用ため池の整備及び管理を行う。
　令和4年度　(令和3年度繰越)ハザードマップの作成、看板の設置
　　　　　 　劣化状況評価、地震耐性評価、豪雨耐性評価の実施

【事業費の負担割合】
　県(国) 10/10
　※補助金は、国庫補助金を含むが県を経由して県補助金として支出されるため、県支出金として計上

65,300 65,300

65,300

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

一般財源

合　　計

65,300

46,000 38,000 事業費計 0

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額12,000千円を含み、令和5年度
への繰越予定額99,300千円を含まない。

事　業　費 0 0 12,000 104,800

その他 その他

財
源
内
訳

一般財源

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 12,000 104,800 46,000 38,000

国庫支出金

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

法令根拠
農業用ため池の管理及び保全に関する法律、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関
する特別措置法

事業期間
平成 30

一般 6 1 7 1338
予算科目

会計 款 項 目 事業
基本事業名 3

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 農業用ため池維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

危機管理対策の充実

- 11 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農業の振興と森林の保全

新規事業 既存事業

予算事業名 農業基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱

事業期間

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 11 1004

平成 27

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

【目的】
　農地・農業水利施設等の整備を地域の実情に応じて実施し、農業競争力の強化を図る。

【内容】
　補助事業を活用し、農業用用排水路等の整備を行う。

　・橋内地区(令和2年度～令和5年度)
　　下久須水路:4路線、牛尾水路:1路線、総延長740.0mの整備
　　　令和3年度　(令和2年度繰越)下久須水路:2路線の実施設計業務委託、2路線 L=261.0mの整備
　　　令和4年度　(令和3年度繰越)下久須水路:1路線の実施設計業務委託及び家屋調査、1路線 L=203.0mの整備
　　　　　　　　 (令和3年度繰越)牛尾水路:1路線の実施設計業務委託
　　　令和5年度　牛尾水路:1路線 L=170.0mの整備
                 下久須水路:1路線の実施設計業務委託、1路線 L=106.0mの整備
　
【事業費の負担割合】
　県(国)　　　　55%
　受益者分担金　5%
　市　　　　　　40%

【補正内容】
　国の補正予算により、橋内地区の水路整備を前倒して実施することによる事業費の増
　・橋内地区　牛尾水路:1路線 L=170.0mの整備
              下久須水路:1路線の実施設計業務委託、1路線 L=106.0mの整備

地方債 9,700 18,100 31,700 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 66,770 41,665 24,750 31,900 30,000 30,000

国庫支出金

1,080

事　業　費 130,762 80,810 47,281 68,030

その他 7,246 4,797 2,062 3,350 3,000 3,000 その他

財
源
内
訳

一般財源 56,746 24,648 2,369

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

27,000 27,000 一般財源

合　　計

3,000 64,000 151

60,000 60,000 事業費計 0

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額47,115千円を含み、令和5年度
への繰越予定額67,000千円を含まない。

67,151

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

31,900 31,700 3,350 201 67,151

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

- 12 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業（新設改良）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

利便性の高い道路の整備
一般 8 2 3 976

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成 25

国庫支出金 37,162 16,703 17,250

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

39,371 64,864
財
源
内
訳

13,146

一般財源 1,994 1,241 2,102

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 23,800 13,200 13,700 11,800 28,600 47,100 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

62,956 31,144 33,052 26,335

その他 その他

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

1,389 1,529 2,536 一般財源

合　　計

4,000

69,500 114,500 事業費計 0

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額15,672千円を含み、令和5年度
への繰越予定額9,085千円を含まない。

事　業　費

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保する。

【内容】
　社会資本整備総合交付金を活用し、市道の整備を行う。

　・小城公園・本告線道路改良事業　≪実施期間:平成31年度～令和5年度≫
　　施工延長L=90m　片側歩道(W=3.0m)の整備
　　　平成31年度　測量・設計・積算、補償調査
　　　令和2年度　 用地買収(登記)、建物等補償
　　　令和3年度　 歩道設置工事
　　　令和4年度　 用地買収(登記)、歩道設置工事（県道取付け部）
　　　令和5年度　 道路台帳修正

　・本告・杉町線歩道設置事業　≪実施期間:令和2年度～令和8年度≫
　　施工延長L=500m　片側歩道(W=2.0m)の整備
　　　令和2年度　現地測量
　　　令和3年度　詳細設計
　　　令和4年度　用地測量
　　　令和5年度　用地買収(登記)
　　　令和6年度～令和7年度　歩道設置工事
　　　令和8年度　道路台帳修正

　令和4年度(令和3年度繰越)
　・大井手・平原線安全施設整備工事　L=600m
　・西小路・平原線他2路線(砂田踏切周辺)安全施設整備工事　L=500m

【事業費の負担割合】
　令和4年度　国 56.65％　市 43.35％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

【補正内容】
　国の補正予算により、安全施設整備工事を前倒して実施することによる工事請負費の増
　・小城公園・本告線安全施設整備工事　L=200m

6,400 △ 4,382 4,000

4,000

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

1,982

- 13 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 橋りょう補修事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間

道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

平成 26

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

62,315 40,040

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

【補正内容】
　国の補正予算により、橋りょう補修工事を前倒して実施することによる工事請負費の増
　　補修工事（3橋）

【目的】
　現在劣化が進み通行規制等一般車両の往来にも支障をきたしている橋りょうもあることから、交通の円滑化を
図るため、橋りょう長寿命化計画に基づき修繕を行う。

【内容】
　小城市が管理する橋りょうは令和元年度現在で324橋あり、このうち建設後50年を経過する橋りょうは全体の
約15％を占め、令和15年には71％程度にまで増加すると考えられる。
　毎年行われている橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定された
橋りょうについて5年以内に補修工事を行う。

　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　令和4年度　橋りょう長寿命化修繕計画見直し業務
　　　　　　 (令和3年度繰越)補修工事(6橋)
　　　　　　 補修工事(3橋)
　　　　　　 架け替え工事(1橋)
　
　
【事業費の負担割合】
　令和4年度　国 56.65％　市 43.35％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

地方債 23,300 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 56,582 40,052 64,737

25,078

事　業　費 107,110 82,215 124,617 177,058

その他 19,000 37,000 39,000 その他

財
源
内
訳

89,680

一般財源 31,528 42,163 22,880

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

47,685 29,960 一般財源

合　　計

19,000

110,000 70,000 事業費計 0

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額42,025千円を含み、令和5年度
への繰越予定額38,108千円を含まない。

19,000

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

44,000 △ 34,120 19,000

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

9,120
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 5 年度 ）

※

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2 学校教育の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 学校給食センター（仮称）改築事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 地方自治法、建築基準法、学校給食法、学校給食衛生管理基準、食育基本法

事業期間
平成

健やかな体づくりの推進
一般 10 6 3 1368

令和31

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

【目的】
  学校給食法に基づき、児童生徒に安心で安全な給食を提供することを目的として、老朽化及び学校給食衛生管理基
準に適合していない現在の給食施設を集約化した新給食センターを建設する。

【内容】
  学校給食センター(仮称)改築事業に関する事務及び用地取得・造成、事業者選定、施設整備(設計・施工・設備・備
品・外構)を行う。

　令和2年度　土地収用法事業認定申請業務
　           予定地用地取得
             予定地造成積算
　　　　　　 事業者選定公告
             事業アドバイザリー業務委託
　令和3年度　予定地造成工事
　　　　　　 事業者選定
             事業アドバイザリー業務委託
             施設整備(設計)
　　　　　　 (令和2年度繰越)施設整備(施工)
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託
　令和4年度  (令和3年度繰越)施設整備(施工・設備)
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託
　令和5年度  施設整備(備品・外構)
　　　　　　 供用開始
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託

【事業費の負担割合】
  施設整備費（新増築分）　国 1/2  市 1/2
　施設整備費（改築分）　　国 1/3  市 2/3

【補正内容】
　国の補正予算により、工事予算を前倒して編成することによる工事請負費の増

財
源
内
訳

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債

国庫支出金 309,989

県支出金

2,299,900

その他 2,000 31,000 その他 39,000

国庫支出金 97,829 52,108 160,052

事　業　費 63,270 1,058,616 557,576 1,078,788

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

財
源
内
訳

13,136一般財源 10,170 68,087 23,968

地方債 53,100 892,700 479,500 874,600

867,600 33,000 4,393 1,065,045

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

160,052

合　　計

2,764,546

115,657

1,065,0451,065,045

0 0 事業費計

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額490,409千円を含み、令和5年
度への繰越予定額1,065,045千円を含まない。

工事請負費

一般財源
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□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

233 467

467

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

234

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

467

事　業　費

財
源
内
訳

一般財源 一般財源

合　　計

0 0 事業費計 00 0 1,273 0

その他 その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 701

国庫支出金 572

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

法令根拠
子ども・子育て支援法、小城市保育所等給食費物価高騰対策事業補助金交付要綱、佐賀県保育所
等給食費支援事業費補助金交付要綱

事業期間

【目的】
　コロナ禍における原油価格や物価の高騰等の影響を受けている保護者の負担軽減のため、給食費の値上げを行
うことなく、これまで通りの栄養バランスと量を保った給食を提供し、子育て環境の充実を図る。

【内容】
　小城市内の私立保育所等に対して、給食食材費等の高騰分を補助する。
　対　　象　：
　
　
 
　
　
　
　
　補助基準額：7,500円(給食費)×8％(価格上昇率)×12月×園児数(利用定員)
　
【事業費の負担割合】
　1号認定　　 県 10/10
　2・3号認定　国 1/2(新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 10/10)　県 1/2

【補正内容】
　県の要綱改正により、対象園が3園増加したことによる事業費の増
  対  　象　：
　
　

　※令和4年度12月(9号)補正予算からの変更内容
　・補助対象経費に係る3号認定児の単価　7,500円/人　→　5,500円/人

一般 3 2 2 1491
予算科目

会計 款 項 目 事業
基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 保育所等給食費補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

子育て環境の充実

6月(3号)追加補正予算 12月(9号)補正予算後

私立保育所等15園 私立保育所等2園

保育所(2・3号認定)　　　 　　 　　　　　 　　 4園 0園

認定こども園(1・2・3号認定) 　　　　 6園 1園

小規模保育施設(3号認定) 　　　　　　　　　 4園 1園

事業所内保育施設(2・3号認定)　　　　 1園 0園

3月(12号)補正予算後

私立保育所等5園

保育所(2・3号認定)　　　 　　 　　　　　 　　 1園

認定こども園(1・2・3号認定) 　　　　 1園

小規模保育施設(3号認定) 　　　　　　　　　 3園

事業所内保育施設(2・3号認定)　　　　 0園
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